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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第113期

第２四半期連結
累計期間

第114期
第２四半期連結
累計期間

第113期

会計期間

自　平成24年
１月１日

至　平成24年
６月30日

自　平成25年
１月１日

至　平成25年
６月30日

自　平成24年
１月１日

至　平成24年
12月31日

売上高 (百万円) 30,269 25,291 60,425
経常利益 (百万円) 2,325 2,007 3,516
四半期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) 1,136 1,220 △516

四半期包括利益又は包括
利益

(百万円) 1,228 1,665 1,022

純資産額 (百万円) 53,611 54,515 53,404
総資産額 (百万円) 68,561 69,649 71,731
１株当たり四半期　　　純
利益金額又は当期純損失
金額(△)

(円) 10.32 11.08 △4.69

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 77.9 77.9 74.1
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 920 1,400 3,860

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △995 3,510 △2,292

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,290 △1,680 △3,276

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,195 9,260 5,906

　

回次
第113期

第２四半期連結
会計期間

第114期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成24年
４月１日

至　平成24年
６月30日

自　平成25年
４月１日

至　平成25年
６月30日

１株当たり四半期純利益
金額

(円) 4.92 8.83

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の

内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理

の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について変更があった事項は、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断

したものであります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業

情報　第２ 事業の状況　４ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものであります。　 

(3)原燃料価格等の変動 

　  マンガン鉱石、コークス、原油等の価格は国際市況に連動しており、国際的な資源需給の変動、

資源輸出国における経済・社会情勢等の変化、天災地変等に起因する市況変動が、業績に影響を与

える可能性があります。また、国内エネルギー事情の変化に起因する電力価格の変動も、業績に影

響を与える可能性があります。 

　

２ 【経営上の重要な契約等】

  当社は、南アフリカ共和国におけるマンガン鉱山を運営するKudumane Manganese Resources

（KMR)に投資し、マンガン鉱石権益を取得することを決定しました。  
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記述のうち、将来に関する事項は、当四半期報告書提出日(平成25年８月８日)現在における

当社グループの判断に基づくものであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成25年1月1日から平成25年6月30日まで）の売上高は前年同期

に比べ16.4％減少し25,291百万円、営業利益は前年同期に比べ23.3％減少し1,785百万円、経常

利益は前年同期に比べ13.7％減少し2,007百万円、四半期純利益は前年同期に比べ7.4％増加し

1,220百万円となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

（合金鉄事業）

  我が国の1-6月の粗鋼生産は、経済持ち直しの動きが続く中、需要業界である自動車や建築

・土木が堅調に推移し、鋼材輸出も前年を上回るペースとなっているため、昨年7-12月の

5,317万トンに比べ2.9％増加し5,471万トンとなりました。 

  一方、海外においては、米国経済は緩やかな回復基調を維持しているものの、欧州は債務危

機以降未だ不透明感が強く、中国をはじめとする新興国の景気も減速状態にあり、世界経済の

下振れリスク要因となっています。かかる状況下でも中国の粗鋼は依然高水準の生産を継続

しているため、世界の鉄鋼需給への影響が懸念されるところです。 

  合金鉄については国際市況の低迷が続いており、マンガン鉱石の高止まりと併せて収益圧

迫の要因となりますので、今後の動向を注視していく必要があります。 

  当事業の1-6月期の業績は、南アフリカのフェロクロム事業から撤退したことにより販売数

量が減少したため、売上高は前年同期に比べ14.9％減少しました。営業利益は前年同期に比べ

22.3％増加しました。

（機能材料事業）

  フェロボロンの販売はアモルファス合金向けを中心に前年同期比で大きく増加しました

が、マンガン酸リチウムは好調であった前年同期に比べ減少しました。 

この結果、当事業の1-6月期の売上高及び営業利益は前年同期に比べ減少しました。

（環境システム事業）

  主要顧客である表面処理業界においては、円安の影響による一部企業の回復はあるものの、

生産拠点の海外移転、生産工程の閉鎖・統合が進行するなど厳しい環境が継続しており、当事

業の売上高及び営業利益は前年同期に比べ減少しました。

（その他の事業）

  その他の事業は、前年同期比で売上高は減少しましたが、営業利益は増加しました。 

　　

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

  営業活動によるキャッシュ・フローは1,400百万円の収入となりました(前年同四半期は920

百万円の収入)。主な増加要因は税金等調整前四半期純利益1,988百万円、売上債権の減少1,275

百万円であります。主な減少要因は法人税等の支払1,673百万円、たな卸資産の増加864百万円で

あります。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、3,510百万円の収入となりました(前年同四半期は995

百万円の支出)。主な増加要因は、事業譲渡による収入2,200百万円、投資有価証券の売却による

収入2,191百万円であります。主な減少要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出904百万

円であります。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、1,680百万円の支出となりました(前年同四半期は

2,290百万円の支出)。主な増加要因は長期借入れによる収入1,000百万円、主な減少要因は短期

借入金の返済による支出2,120百万円、配当金の支払550百万円であります。

  以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ

3,354百万円増加し9,260百万円となりました。
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。

なお、会社法施行規則第118条第３号に定める「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

の在り方に関する基本方針」の概要は以下の通りです。

　

①　基本方針の内容

  当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先の課題と考え、そ

の実現に日々努めております。従いまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上さ

せる者でなければならないと考えております。 

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引

に委ねられているため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的に

は株主の皆様のご意思に基づき決定されることを基本としており、会社の支配権の移転を伴

う買付提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべ

きものと考えます。 

  しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、明らかに濫用目的による

ものや、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、その目的等からみて

企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすもの、対象会社の取締役や株

主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための

十分な情報や時間を提供しないもの等、不適切なものも少なくありません。このような大規模

な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不

適切であり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大規模な買付等に対し、これを

抑止するための枠組みが必要不可欠と考えます。 
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②　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

  当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していただくため、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、役員・社員一丸となって

次の施策に取り組んでおります。これらの取組みは、上記①の会社の支配に関する基本方針の

実現にも資するものと考えております。

　

「中期経営計画」等による企業価値向上への取組み 

  当社グループは、厳しい事業環境の中においても積極的な投資により生産基盤の強化を推

進し、企業価値の最大化に取り組んでまいりました。主力事業である合金鉄事業では競争力の

ある生産体制を確立し、また、成長性の高い新素材事業では設備能力を拡大いたしました。そ

の結果、当社グループの業績は順調に推移しており、当社の取組みは着実に成果を上げつつあ

ります。 

  当社の第５次中期経営計画においては、アジアを中心とする新興国の経済発展が牽引する

新たな量的発展の時代において、これまでに築き上げた経営基盤を最大限に活用して、「収益

力の更なる強化と新たな事業発展のための基盤確立」を目指しております。 

　その重点課題とするところは、

（イ）主力事業の「合金鉄」及び成長事業である「機能材料」を当社の「２コア」ビジネス

と位置付け、これらの生産基盤の強化により、事業の拡大、収益力の向上を実現する 

（機能材料＝電池材料、フェロボロン、酸化ジルコニウム、酸化ほう素） 

（ロ）さらなる成長に向けて、ビジネス環境の変化に的確に対応できる人材の育成・組織の

構築に取り組む 

ことであります。 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止する取組み

  当社は、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向

上させるための取組みとして、平成23年2月25日開催の当社取締役会において、「当社株式の

大規模買付行為への対応策」（以下「本プラン」といいます。）の継続を決議し、平成23年3

月30日開催の第111回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）において、本プラン

の継続について承認を得ております。 

本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を

20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループ

の議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を

「大規模買付者」といいます。 

  本プランにおける、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定の

ルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）は、（イ）事前に大規模買付者が当社取締

役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、（ロ）必要情報の提供完了後、対価を現金のみと

する公開買付による当社全株式の買付けの場合は最長60日間、又はその他の大規模買付行為

の場合は最長90日間を当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、

取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合は取締役会評価期間と株主検討期間が経

過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。 

  本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当

該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。但し、大規模買付者が大規模買付ルールを

遵守しなかった場合、遵守しても当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすな

ど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、必要かつ相

当な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その他の法律および当社定款が認める検討可能

な対抗措置をとることがあります。 
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  このように対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会

は対抗措置の発動に先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役また

は社外有識者から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是非につ

いて諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締役会評価期間内に勧告を行う

ものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧

告を最大限尊重するものとします。 

  なお、本プランの有効期限は平成26年3月に開催される当社第114回定時株主総会の終結の

時までとします。本プランは、本株主総会において継続が承認され発効した後であっても、 

（イ）当社株主総会において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた

場合

（ロ）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議等が行われた場合

には、その時点で廃止されるものとします。 

  継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ホームページをご参照

ください。

④　本プランが、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合

致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

本プランは、　

（イ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

（ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

（ハ）株主意思を反映するものであること

（ニ）独立性の高い社外者の判断の重視

等の理由から、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと考えてお

ります。

　

(5) 研究開発活動

  当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は118百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 256,551,000
計 256,551,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 110,433,614110,433,614
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は1,000株であり
ます。

計 110,433,614110,433,614－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日　

－ 110,433,614 － 11,026 － 4,991
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(6) 【大株主の状況】

　 平成25年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－1 16,417 14.86
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 4,708 4.26
日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 4,279 3.87

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,000 3.62
日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,980 2.69

日鉄鉱業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 2,100 1.90
CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO

388 GREENWICH STREET, NY,NY 10013, USA2,018 1.82

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,746 1.58

資産管理サ－ビス信託銀行株式会
社（退職給付信託 みずほ信託銀
行口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラン
ド トリトンスクエア オフィスタワーZ棟

1,728 1.56

双日株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目1-1 1,696 1.53
計 ― 41,673 37.74

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）はすべて信託業務に係るものであります。

(注) ２　資産管理サービス信託銀行株式会社（退職給付信託 みずほ信託銀行口）につきましては、みずほ信託銀行株

式会社が所有していた当社株式を退職給付信託として委託した信託財産であり、議決権の行使については、み

ずほ信託銀行株式会社の指示により行使されることとなっております。

(注) ３　株式会社みずほコーポレート銀行及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社か

ら平成25年３月14日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成25年３月７日時点で以下の株

式を所有している旨の報告を受けております。なお、当社としては当第２四半期会計期間末における実質所有

株式数の確認はできておりません。

大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 4,000 3.62
みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 105 0.10
みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 7,781 7.05

計 － 11,886 10.76
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式(自己株式等) － － －
議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　　　286,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式　　　　　
109,177,000

109,177 －

単元未満株式 普通株式　　　　　970,614 － －
発行済株式総数 110,433,614 － －
総株主の議決権 － 109,177 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権６個)含まれております。

２　単元未満株式数には当社所有の自己株式566株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本電工株式会社

東京都中央区八重洲一丁目
4番16号　

286,000 － 286,000 0.26

計 － 286,000 － 286,000 0.26

　

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４ 【経理の状況】

　

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年４月

１日から平成25年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受

けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,094 9,438

受取手形及び売掛金 ※1, ※2
 16,327

※1, ※2
 15,051

商品及び製品 9,490 11,124

仕掛品 152 168

原材料及び貯蔵品 8,291 7,506

繰延税金資産 928 681

その他 5,242 1,034

貸倒引当金 △30 △26

流動資産合計 46,498 44,979

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,374 5,325

機械装置及び運搬具（純額） 9,358 8,800

土地 3,661 3,661

建設仮勘定 333 110

その他（純額） 128 126

有形固定資産合計 18,856 18,025

無形固定資産 42 31

投資その他の資産

投資有価証券 4,258 5,026

繰延税金資産 1,526 1,136

その他 781 673

貸倒引当金 △232 △223

投資その他の資産合計 6,334 6,614

固定資産合計 25,233 24,670

資産合計 71,731 69,649
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 4,743

※2
 5,482

短期借入金 2,170 50

未払法人税等 1,730 312

設備関係支払手形 ※2
 333

※2
 53

役員賞与引当金 33 18

事業整理損失引当金 1,756 1,352

その他 2,392 2,225

流動負債合計 13,159 9,493

固定負債

長期借入金 600 1,600

繰延税金負債 － 13

退職給付引当金 1,998 1,839

環境対策引当金 1,776 1,402

その他 792 785

固定負債合計 5,167 5,640

負債合計 18,327 15,134

純資産の部

株主資本

資本金 11,026 11,026

資本剰余金 9,579 9,579

利益剰余金 32,408 33,077

自己株式 △195 △197

株主資本合計 52,819 53,486

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 358 764

繰延ヘッジ損益 △2 △74

為替換算調整勘定 6 100

その他の包括利益累計額合計 362 790

少数株主持分 221 237

純資産合計 53,404 54,515

負債純資産合計 71,731 69,649
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 30,269 25,291

売上原価 24,959 20,996

売上総利益 5,310 4,294

販売費及び一般管理費 ※1
 2,981

※1
 2,509

営業利益 2,329 1,785

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 38 44

持分法による投資利益 59 59

負ののれん償却額 0 －

為替差益 4 159

その他 104 66

営業外収益合計 209 331

営業外費用

支払利息 25 8

支払手数料 30 16

物品売却損 130 60

その他 25 24

営業外費用合計 212 110

経常利益 2,325 2,007

特別利益

投資有価証券売却益 － 14

特別利益合計 － 14

特別損失

固定資産除却損 33 32

ゴルフ会員権評価損 1 －

減損損失 162 －

事業清算負担金 ※2
 238 －

特別損失合計 437 32

税金等調整前四半期純利益 1,888 1,988

法人税、住民税及び事業税 688 270

法人税等調整額 54 489

法人税等合計 743 759

少数株主損益調整前四半期純利益 1,145 1,229

少数株主利益 8 8

四半期純利益 1,136 1,220
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,145 1,229

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 106 414

繰延ヘッジ損益 － △71

為替換算調整勘定 － 99

持分法適用会社に対する持分相当額 △23 △5

その他の包括利益合計 83 436

四半期包括利益 1,228 1,665

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,218 1,647

少数株主に係る四半期包括利益 10 17
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,888 1,988

減価償却費 1,330 1,188

減損損失 162 －

負ののれん償却額 △0 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 226 △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △52 △159

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △15

環境対策引当金の増減額（△は減少） － △373

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） － △404

受取利息及び受取配当金 △39 △45

支払利息 25 8

為替差損益（△は益） △13 △120

持分法による投資損益（△は益） △59 △59

投資有価証券売却損益（△は益） － △14

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 11 0

ゴルフ会員権評価損 1 －

有形固定資産除却損 33 32

売上債権の増減額（△は増加） 187 1,275

たな卸資産の増減額（△は増加） △181 △864

前渡金の増減額（△は増加） △24 △213

仕入債務の増減額（△は減少） △642 738

預り金の増減額（△は減少） △26 △4

未払費用の増減額（△は減少） 0 △20

未払消費税等の増減額（△は減少） △181 △155

その他 △118 267

小計 2,516 3,034

利息及び配当金の受取額 47 45

利息の支払額 △25 △5

法人税等の支払額 △1,617 △1,673

営業活動によるキャッシュ・フロー 920 1,400
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △722 △904

有形固定資産の売却による収入 1 1

投資有価証券の取得による支出 △5 △5

定期預金の預入による支出 － △6

定期預金の払戻による収入 10 16

投資有価証券の売却による収入 － 2,191

事業譲渡による収入 － 2,200

貸付けによる支出 △228 △66

貸付金の回収による収入 0 9

その他 △51 75

投資活動によるキャッシュ・フロー △995 3,510

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,000 △2,120

長期借入金の返済による支出 △4,400 －

長期借入れによる収入 － 1,000

自己株式の取得による支出 △0 △2

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △881 △550

少数株主への配当金の支払額 △4 △1

その他 △5 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,290 △1,680

現金及び現金同等物に係る換算差額 13 123

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,351 3,354

現金及び現金同等物の期首残高 7,546 5,906

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,195

※1
 9,260
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　日高エレクトロン㈱は、四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性が低下したため、持分法適用の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１

日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しており

ます。

　　この減価償却方法の変更による影響は軽微であります。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  受取手形裏書譲渡高
  

  
前連結会計年度

（平成24年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 87百万円 74百万円
　

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の取扱い
　

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）　

　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、満期日に

決済されたものとして処理されております。

  なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日

に決済されたものとして処理しております。

　第２四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

は、満期日に決済されたものとして処理されておりま

す。

  なお、当第２四半期連結会計期間の末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形を満期日に決済されたものとして処理してお

ります。

受取手形 222百万円

支払手形 85百万円

設備関係支払手形 1百万円

受取手形 186百万円

支払手形 81百万円

設備関係支払手形 2百万円

　

３  偶発債務
　

  連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して債務の保証をしております。  
　

前連結会計年度
（平成24年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

　　　　　―――――――――――――

　

Pertama Ferroalloys

SDN.BHD.
3,945百万円

　 　 計 3,945百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成24年１月１日
至  平成24年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年６月30日）

商品製品荷造運送費 879百万円 678百万円

販売諸経費 590百万円　 360百万円　

給料諸手当 571百万円　 548百万円　

役員賞与引当金繰入額 16百万円　 18百万円

退職給付費用 45百万円　 43百万円　

研究開発費 153百万円　 118百万円　

　

※２  事業清算負担金　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年１月１日
　至  平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
　至  平成25年６月30日)

　事業清算負担金は、当社が投資していた金属珪素関連

事業の主体会社が事業撤退を決議したことに伴い、今

後の事業清算に向けて当社の負担として見込まれる損

失であり、その内容は以下のとおりであります。

投資有価証券評価損　 11百万円

貸倒引当金繰入額 227百万円

　計 238百万円

　――――――――――

　

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成24年１月１日
至  平成24年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年６月30日）

現金及び預金勘定 5,368百万円 9,438百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △173百万円 △178百万円

現金及び現金同等物 5,195百万円　 9,260百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成24年１月１日　至 平成24年６月30日)

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 881 8 平成23年12月31日平成24年３月30日利益剰余金

　
　　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日　至 平成25年６月30日)

　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日
定時株主総会

普通株式 550 5 平成24年12月31日平成25年３月29日利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

 

 

報告セグメント　　　

　
調整額　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）　　

合金鉄
事業

機能材料
事業

環境
システム
事業　

その他の
事業　

計

売上高    　    

外部顧客への売上

高
20,2164,227 951 4,87430,269 － 30,269

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

168 117 11 1,053 1,351△1,351 －

計 20,3854,344 962 5,92731,621△1,35130,269

セグメント利益 984 894 245 204 2,329 － 2,329

（注）報告セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他の事業」セグメントにおいて、譲渡予定の事業の固定資産について、当資産グルー

プの回収可能価額を著しく低下させる変化が生じる見込みとなったため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては162百万円でありま

す。　
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

 

 

報告セグメント　　　

　
調整額　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）　　

合金鉄
事業

機能材料
事業

環境
システム
事業　

その他の
事業　

計

売上高    　    

外部顧客への売上

高
17,2043,661 706 3,71925,291 － 25,291

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

92 118 9 1,168 1,389△1,389 －

計 17,2973,779 716 4,88826,681△1,38925,291

セグメント利益 1,203 152 145 284 1,785 － 1,785

（注）報告セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２  報告セグメントの変更等に関する事項

　（報告セグメントの変更）　

第１四半期連結会計期間より、会社組織の変更に伴い、報告セグメントを従来の「合金鉄

事業」、「新素材事業」、「化学品事業」、「環境システム事業」及び「その他の事業」の５

区分から、「合金鉄事業」、「機能材料事業」、「環境システム事業」及び「その他の事業」

の４区分に変更しております。

旧セグメントの「化学品事業」は、前期にクロム塩類の事業を譲渡したことにより廃止し

ました。同セグメントに含まれていたほう素類の製造・販売等を「新素材事業」、その他工業

薬品の販売等を「その他の事業」に移管しました。また、「新素材事業」を「機能材料事業」

に改称しております。
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なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。

　

（減価償却方法の変更）

会計方針の変更に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四

半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

この減価償却方法の変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。　

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10円32銭 11円08銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 1,136 1,220

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,136 1,220

普通株式の期中平均株式数(株) 110,159,277 110,151,342

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。　　
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

平成２５年８月６日

日本電工株式会社

取締役会御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　橋　洋　史　　印

  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 定　留　尚　之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る日本電工株式会社の平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間
（平成２５年１月１日から平成２５年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電工株式会社及び連結子会社の
平成２５年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において
認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上
　
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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